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１　業務目的

　　横浜市は、横浜市役所移転（平成32年6月末予定）を契機とした関内駅周辺地区の活

　性化を図るため、現市庁舎街区及び教育文化センター跡地並びに港町民間街区の「土地

　活用の方向性」（平成28年３月）を公表し、平成28年度は、その方向性をもとにした

　「現市庁舎街区等活用事業実施方針」（「実施方針」という。）の策定を進めた。

　　本年度は、実施方針をもとに、それぞれの敷地に求められる役割や周辺地域に効果を

　もたらす機能のあり方を考慮しつつ、実施に向けた事業手法の検討を行うとともに、現

　市庁舎街区については事業者公募の準備等、教育文化センター跡地については事業者公

　募の実施及び事業者の選定等を行う。そのため、金融分野、法務分野、技術分野等の専

　門的知識を有する委託事業者を選定し、専門的な知見に基づいた公募要項の策定等に関

　する業務を委託するものである。

２　委託件名

　　横浜市庁舎街区等活用事業化検討（その２）

３　委託内容

 (1) 教育文化センター跡地活用事業の公募実施支援

 (2) 現市庁舎街区活用事業の公募準備

 (3) 現市庁舎の建物調査及び建物維持等に必要な改修内容の精査

 (4)（仮称）エリアデザインブック（案）の作成

 (5) 横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の運営支援

４　委託期間

　　契約締結日から平成30年３月16日まで

５　執行予定概算額

    ６０，０００，０００円

６　支出科目

　　平成29年度　一般会計歳出　第11款第１項第３目　地域整備費　13節委託料

７　停止条件

　　この執行伺は、平成29年度予算が横浜市議会において議決されることを停止条件と

　する案件です。予算の議決がなされないときは、執行伺として成立しません。

    なお、照査票についてはこの伺と別に保存します。

８　契約手続き等

 (1)業者選定

　　この執行伺の決裁後、都市整備局入札参加資格審査・業者選定委員会に付議します。

 (2)特約事項
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　　横浜市契約規則に定めるもののほか、特別な事項は必要としません。

９　添付資料

 (1)金抜き設計図書（起案文書）
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１　趣旨

　　設計図書（金抜き）の内容を確定します。



平成２９年度　一般会計歳出　１１款１項３目　地域整備費　１３節 委託料

整理番号 連絡先

設　計　書

委 託 名 横浜市庁舎街区等活用事業化検討（その２）

履行場所 中区港町・万代町ほか

履行期間 契約締結日から平成３０年３月１６日まで

委託概要 1 教育文化センター跡地活用事業の公募実施支援

2 現市庁舎街区活用事業の公募準備

3 公募要項作成に向けた現市庁舎の改修内容の精査及び建物調査

4 公募要項作成に向けた景観調整・エリアデザインの検討

5 横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の運営支援

現場説明 □　要 　　（　　　月　　日　　　　時　　場所　）

■　不要

契約区分 ■　確定契約 □　概算契約

前金払い □　あり ■　なし

部分払い □　する(　回以内)■　しない

そ の 他

　都市整備局都心再生課　　　電話671-3782　

－ １ －

横 浜 市 都 市 整 備 局



委託代金額

　内 訳 業務価格 　

消費税及び地方消費税相当額

－ ２ －

横 浜 市 都 市 整 備 局



単位 単  価 金  額

円 円
委託代金額

消費税相当額 業務価格の8％

業務価格

業務原価
直接原価

直接人件費 式 1 第１号内訳
明細書参照

直接経費 式 1 第２号内訳
明細書参照

間接原価（その他原価） 式 1 直接人件費＊0.35／（1-0.35）

業務原価計

(業務原価)*0.35/0.65

一般管理費等 式 1 以内
　＝

以内

－　３　－

委　　託　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量費　目　・　工　種
種　別　・　明　細



単位 単  価 金  額

円 円
直接人件費

1 式 1 第１号代価
内訳書参照

2 式 1 第２号代価
内訳書参照

3 式 1 第３号代価

内訳書参照

4 式 1 第４号代価
内訳書参照

5 式 1 第５号代価
内訳書参照

 公募要項作成に向けた現市庁
舎の改修内容の精査及び建物
調査

公募要項作成に向けた景観調
整・エリアデザインの検討

数  量名　　　　　称

－　４　－

横 浜 市 都 市 整 備 局

教育文化センター跡地活用事業
の公募実施支援

現市庁舎街区活用事業の公募
準備

横浜市現市庁舎街区等活用事
業審査委員会の運営支援

規　　　　　格

内　　訳　　明　　細　　書

直　　接　　人　　件　　費
　第　１　号

摘    要



単位 単  価 金  額

円 円
直接経費

報告書印刷製本費　 式 1

直　　　接　　　経　　　費

－　５　－

内　　訳　　明　　細　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

　第　２　号



単位 単  価 金  額

円 円

技師長 人日

主任技師 人日

技師（Ａ） 人日

技師（Ｂ） 人日

技師（Ｃ） 人日

技術員 人日

教育文化センター跡地活用事業の公募実施支援

－　７　－

教育文化センター跡地活用事業の公
募実施支援

代　　価　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

　第　１　号



単位 単  価 金  額

円 円

技師長 人日

主任技師 人日

技師（Ａ） 人日

技師（Ｂ） 人日

技師（Ｃ） 人日

技術員 人日

－　８　－

代　　価　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

現市庁舎街区活用事業の公募準
備

　第　２　号
現市庁舎街区活用事業の公募準備



単位 単  価 金  額

円 円

技師長 人日

主任技師 人日

技師（Ａ） 人日

技師（Ｂ） 人日

技師（Ｃ） 人日

技術員 人日

代　　価　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

　第　３　号
 公募要項作成に向けた現市庁舎の改修内容の精査及び建物調査

－　１０　－

 公募要項作成に向けた現市庁舎の
改修内容の精査及び建物調査



単位 単  価 金  額

円 円

技師長 人日

主任技師 人日

技師（Ａ） 人日

技師（Ｂ） 人日

技師（Ｃ） 人日

技術員 人日

公募要項作成に向けた景観調
整・エリアデザインの検討

－　６　－

代　　価　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

　第　４　号
公募要項作成に向けた景観調整・エリアデザインの検討



単位 単  価 金  額

円 円

技師長 人日

主任技師 人日

技師（Ａ） 人日

技師（Ｂ） 人日

技師（Ｃ） 人日

技術員 人日

横浜市現市庁舎街区等活用事業
審査委員会の運営支援

－　９　－

代　　価　　内　　訳　　書

横 浜 市 都 市 整 備 局

摘    要数  量名　　　　　称
規　　　　　格

　第　５　号
横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の運営支援



 
特 記 仕 様 書   

 

第 1条 適用 

本仕様書は、委託者横浜市が受託者に業務委託した「横浜市庁舎街区等活用事業化

検討（その２）」に適用する。 

 

第２条 目的 

横浜市は、横浜市役所移転（平成32年6月末予定）を契機とした関内駅周辺地区の

活性化を図るため、現市庁舎街区及び教育文化センター跡地並びに港町民間街区の

「土地活用の方向性」（平成28年３月）を公表し、平成28年度は、その方向性をもと

にした「現市庁舎街区等活用事業実施方針」（「実施方針」という。）の策定を進めた。 

本年度は、実施方針をもとに、それぞれの敷地に求められる役割や周辺地域に効果

をもたらす機能のあり方を考慮しつつ、実施に向けた事業手法の検討を行うとともに、

現市庁舎街区については事業者公募の準備等、教育文化センター跡地については事業

者公募の実施及び事業者の選定等を行う。そのため、金融分野、法務分野、技術分野

等の専門的知識を有する委託事業者を選定し、専門的な知見に基づいた公募要項の策

定等に関する業務を委託するものである。 

 

第３条 履行期間 

 契約締結の日から平成30年３月16日までとする。 

 

第４条 業務内容 

本委託の業務内容は、次のとおりとする。 

 

(1)教育文化センター跡地活用事業の公募実施支援 

ア 解体物件付きの土地売却とすることを基本として、土地の地歴等を確認し土地

が保有するリスクを考慮した上で事業手法の検討を行う。 

イ 公募要項(案)、評価基準（案）、契約書(案)等の公募関係書類案の作成等を行う

とともに、公募に関する民間事業者からの各種意見、質疑に対する回答案の作成

を行う。 

ウ 民間事業者との対話及び事業者選定に関する支援を行う。 

 

(2)現市庁舎街区活用事業の公募準備 

ア 周辺地域の活性化が期待できる機能を誘導することを考慮しつつ、事業手法の

検討を行う。 

イ 求める機能に応じた公募条件の整理等を行う。 

ウ 公募要項(案)、評価基準（案）等の公募関係書類案の作成並びに契約条件の整

理等の公募に係わる検討支援を行う。 

エ その他、公募条件及び事業手法の検討支援を行う。 

 



 
 (3) 公募要項作成に向けた現市庁舎の改修内容の精査及び建物調査 

ア 現市庁舎の改修履歴等の精査を行うとともに、現市庁舎建物の老朽度等の調査

や土地状況等の確認により建物の耐震性の確認を行い、現市庁舎の活用に向けた

課題整理や概算費用を算出する。 

イ 現市庁舎の空調設備、電気設備、衛生設備等の配置及び性能を確認調査し情報

を整理する。 

ウ それらの建物調査を踏まえ、現市庁舎建物の活用を想定した際に必要となる改

修工事等の内容精査及び積算を行う。 

 

(4) 公募要項作成に向けた景観調整・エリアデザインの検討 

周辺まちづくりとの連携や横浜らしい街並み景観の誘導の考え方、エリアマネジ

メントの考え方などを整理し、現市庁舎街区等活用事業を周辺地域の活性化に貢献

する土地活用へと誘導するための公募要項と連動したガイドラインの作成等を行う。 

 

(5) 横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の運営支援 

横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会への出席、議事録等の資料作成、その

他事務局のサポートを行い、委員会後の審議意見の集約と公表資料の作成を行う。 

 

第５条 その他 

(1)打合せは、概ね月に１回半日程度を予定する。それ以外にも委託者が必要と 判

断した場合は打合せを行うことがある。 

 
第６条 成果品の提出 

１ 成果品の提出については、次のとおりとする。 

(1) 報告書 10部（Ａ４版レザック製本） 

(2) 上記成果品は、電子データをファイル形式（ＣＤ－Ｒ等）で記録したものを  

あわせて提出すること。 

２ 成果品、作成した資料及びその著作権は横浜市の所有とする。 

３ 成果品の納入先は、横浜市都市整備局都心再生課とする。 

 

第７条 業務の進め方 

受託者は業務の遂行に当たり、次の事項を十分配慮すること。 

１ 業務の遂行に際して、本市職員の指示に基づき、業務目的を十分満足するよう、

協議、検討を行うこと。なお、必要事項については、本市担当職員に適宜報告する

こと。 

２ 本業務を実施するにあたり、建築や事業手法等の分野に精通した人員を配置する

とともに、それぞれの検討と整合を図りながら行うこと。 

３ 検討資料や報告書等については、その都度、本市担当職員が指示する期日までに

提出すること。 

４ 本仕様書に特に定めのない事項については、本市担当職員と受託者で協議の上、



 
決定すること。 

 

第８条 個人情報の保護 

受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取り扱う場合に 

は、その取り扱いついて、横浜市個人情報の保護に関する条例に基づく「個 

人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

２ 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取り扱う場合には、

その情報を取り扱う前までに「個人情報取扱特記事項」第11条による研修を実施

し、個人情報保護に関する誓約書及び研修実施報告書を提出しなければならない。 

なお、「個人情報取扱特記事項」は、横浜市市民局ホームページを参照のこと。

 http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/shiminjoho/kojin/tokki/  

 

第９条 電子計算機処理等の契約に関する情報取扱事項 

受託者は、この契約に基づき電子計算機処理等の事務を行う場合には、その遂行

にあたって、別添「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」を遵守

しなければならない。 



起 案 用 紙起 案 用 紙
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都心再生課 都心再生課担当係 都心再生担当課長 都心再生課担当係 都心再生課長[ 1] [ 2] [ 3] [ 4] [ 5]
長 長

瀧澤　凪佳 立石　孝司 村上　実
浦山　大介 藤咲　貴裕

起案済 承認済 承認済 審査承認済 承認済

丙60号証



起 案 用 紙起 案 用 紙

本文

第一入札参加資格審査・業者選定委員委員長あて提出します。

調書の記載内容については、経理係と協議済みです。



 

様式２ 

業 者 選 定 調 書 
 

平成29年２月 日 
 

第一入札参加資格審査・業務業者選定委員会委員長 
都心再生課長 

 

以下について、業者の選定をよろしくお願いします。 
                                                                                              
   受 付 番 号  № ４  

 件   名 
 
横浜市庁舎街区等活用事業化検討（その２） 

  執 行 伺 決 裁 日  新継別 

 平成29年２月23日 
  (28) 

  ３ 

 支出科目 
年  度 会  計 款 項 目 節 説   明 

29 一般 11 1 3 13 委託料 
       
       

業 者 コード 業     者     名 選 定  
0 0 0 3 6 6 6 みずほ総合研究所株式会社   
          
          
          
          
          
          
          
 執行予定概算額                ６０，０００，０００円 

 
                                                                                                
 選  定  理  由      別添のとおり  

 担    当    課 
都心再生課  コード  担当者 岳村 

 電話  ３７８２ ０ ９ １ ５ 
 履  行  期  間   契約締結の日から平成30年 ３月16日まで 
契  約  方  法   １  入  札         ２  単独随契          ３  見積合せ 

     JVの場合の名称  
 JVの出資比率 企業体の左から         ％         ％        ％ 
 備  考 

 



１ 業務目的 

本市では、横浜市役所移転（平成 32 年 6月末予定）を契機とした関内駅周辺地区の活性化を図るため、

現市庁舎街区及び教育文化センター跡地並びに港町民間街区の「土地活用の方向性」（平成 28年４月）を公

表し、平成 28 年度は、その方向性をもとにした「現市庁舎街区等活用事業実施方針」（以下、「実施方針」

という。）の策定を進めました。 

平成 29 年度は、実施方針をもとに、それぞれの敷地に求められる役割や周辺地域に効果をもたらす機能

のあり方を考慮しつつ、実施に向けた事業手法の検討を行うとともに、現市庁舎街区については事業者公募

の準備等、教育文化センター跡地については事業者公募の実施及び事業者の選定等を行います。 

 

２ 業務内容 

(1)教育文化センター跡地活用事業の公募実施支援 

(2)現市庁舎街区活用事業の公募準備支援 

(3)公募要項作成に向けた改修内容の精査及び建物調査 

(4)公募要項作成に向けた景観調整・エリアデザインの検討 

(5)横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の運営支援 

 

３ 業者選定理由 

本業務は、敷地に求められる役割や周辺地域に効果をもたらす機能のあり方及び民間の事業性を考慮しつ

つ、実施に向けた事業手法検討や公募手続きを進めるものです。そのため、公民連携（ＰＰＰ）による様々

な事業手法の知見や事業収支シュミレーション等に関する金融・会計に関する知識、法務分野、技術分野に

関する専門知識が不可欠であり、複雑な事業スキーム構築のコンサルティング業務の実績を有していること

が必要です。 

また、実施方針の策定から公募までの業務の継続性が重要であることから、平成 28 年度・平成 29 年度・

平成 30 年度の業務を継続契約としており、平成 28 年度に委託したみずほ総合研究所株式会社を継続して

選定します。 

 

４ 継続の変更理由 

  平成28年度の業務を進める中で、現市庁舎街区活用と教育文化センター跡活用を別途公募とすること、

周辺地域を含めたエリアデザインブックを策定すること、既存建物の詳細な調査が必要なこと等が決定又

は明らかとなりました。 
特に現市庁舎建物については、様々な意見があるため取扱いが流動的です。そのため、平成29年度も引

き続き調整を進めることとなっています。平成29年度の本業務においては、建物の取扱いに関する調整の

状況にあわせて改修内容を変動させ、その都度、収支シュミレーションを修正しながら公募条件を検討し

ていく必要があるため、これらの業務は一体不可分のものであり切り離すことはできません。また、市役

所の跡地活用は市民の注目度が高く、景観調整やエリアマネジメントについても様々な意見を反映させな

がら、公募条件と連動した十分な検討が必要です。これらの業務を一体として検討を進めるため、今年度

の業務内容及び執行予定概算額を変更します。 
   

５ 継続承認年月日 

  平成 28年５月 26日 第一入札参加資格審査・業務業者選定委員会 承認 

 

６ 前年度履行評価 

  みずほ総合研究所株式会社は、過年度業務において良好な成果を挙げています。 
 

７ 根拠条項 

  単独随意契約 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 
横浜市契約規則第２７条第１項第１号 

 
 

 

 



８ 業者実績一覧表 

 

会  社  名 資 本 金 最 近 の 主 な 業 務 

所    在    地 総職員数 年度 業   務   名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みずほ総合研究所株式会社 

 

東京都千代田区 

内幸町１－２－１ 

 

市外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

900,000

万円 

 

338人 

 

28 
横浜市庁舎街区等活用事業化検討（その１）（約 313

万円） 

27 
「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業（約 

14,493万円） 

26 

江東湾岸エリアにおけるオリンピック・パラリン

ピックまちづくり基本構想策定支援業務（約 1,882

万円、江東区） 

26 
安城市中心市街地拠点整備事業 事業者選定等支

援業務（約 2,061万円、安城市） 

24 
深沢地域国鉄跡地周辺総合整備事業民活手法検討

調査業務（約 1,520万円、鎌倉市） 

23 
安城市中心市街地拠点整備事業 実施方針等策定

業務委託（約 1,522万円、安城市） 

23 
練馬駅北口区有地活用に係る施設計画調整等支援

業務委託（約 1,100万円、練馬区） 

22 
練馬駅北口区有地活用に関するアドバイザー業務

委託（約 2,943万円、練馬区） 

22 
梅ヶ丘病院跡地利用基本構想策定支援業務（約

1,800万円、世田谷区） 

21 
戸塚駅西口第１地区第二種市街地再開発事業に伴

う公益施設整備事業（約 2,300万円、横浜市） 

20 

大分駅南区画複合文化交流施設整備運営事業者選

定に係るアドバイザリー業務委託（約 4,576万円、

大分市） 

17 
横浜市立サイエンスフロンティア高等学校整備事

業（約 2,500万円、横浜市） 

  



様式３－２ 

契約発注経過・予定書（継続変更） 
 
本業務の継続承認について次のとおり変更したいので承認願います。 

 
 

 １．件 名 
 

横浜市庁舎街区等活用事業化検討（その２） 

 

 

 ２. 
 
 
 契 
 
 約 
 
 の 
 
 発 
 
 注 
 
 経 
 
 過 
 ・ 
 予 
 
 定 

 
契約回数 

 
業 務 内 容 

 

 契約年度

  

［変更前執行予定概算額］ 

変更後執行予定概算額 

備   考 
（契約金額

等） 

① 
・施設構成・配置計画作成 

・事業収支のシミュレーション

による比較検討 

・事業者公募に向けた方針の策

定 など 

平成28年度  

[１６，０００，０００] 

１６，０００，０００ 

 

3,232,000円 

② 
・周辺まちづくりや街並み景 
観誘導のためのガイドライ 
ン策定支援 

・教育文化センター跡地活用の

公募実施支援 
・現市庁舎街区の事業者公募関

係資料案の策定 

・公募要項作成に向けた改修 

内容の精査及び建物調査 

・公募要項作成に向けた景観

調整・エリアデザインの検

討 

・契約条件案の整理 など 

平成29年度  

[３０，０００，０００] 

６０，０００，０００ 

 

 

③ 
・事業者選定に係る支援 
・事業契約交渉等の契約締結 
  に係る支援  など 

平成30年度  

[３０，０００，０００] 

３０，０００，０００ 

 

 

④ 
  

 
 

⑤   
 

 

⑥     

⑦     

 ３．継続全体の 
     執行予定概算額 

  
［７６，０００，０００円］ 
 １０６，０００，０００円 

              承認印 

 
※２の執行予定概算額に変更がない場合(過年度含む)は[ ]と同じ額を変更後執行予定概算額として記入 

※３は備考欄の契約金額に関係なく、執行予定概算額ベースで記入 



丙61号証












































































